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Ⅰ総則 

１．趣旨 

浦添市では、沖縄都市モノレール「浦添前田駅」周辺を「ウラオソイ文化・交流ゾーン」の新たな“顔”

として「観光交流拠点（にぎわい交流ゾーン）」に位置づけ、交通結節機能及び観光交流等の多機能

を備える施設整備を検討してきました。 

他の市内駅「経塚駅」、「てだこ浦西駅」周辺との相互連携・役割分担を図り、観光交流拠点施設を

整備することにより、駅開業がもたらす社会的・経済的効果が市内全域に波及することを期待するとと

もに、観光交流拠点施設がエリアマネジメントの拠点として機能することも期待しています。 

本事業では、市内への来訪者及び地域住民が集い、快適で賑わいを創出できる空間として機能する

観光交流拠点施設の整備を目指しています。 

 

２．本書の位置付けについて 

浦添前田駅にぎわい交流ゾーン観光交流拠点施設整備事業募集要項【再公募版】（以下「本書」とい

う。）は、浦添前田駅にぎわい交流ゾーン観光交流拠点施設整備事業（以下「本事業」という。）を実施す

るにあたり、公募型プロポーザルによる事業者の募集手続を示したものです。 

募集に参加しようとする事業者は、本書に規定する提示条件等に従い、応募手続を行うものとします。 

なお、本書と「浦添前田賑わい創出事業に係る広場基本設計及びPPP事業化支援業務報告書」及び

「浦添前田駅にぎわい交流ゾーン基本計画」等の本書公表前に公表された本事業に係る資料等と相違

がある場合は、本書が優先するものとします。 

本書と質疑回答に相違のある場合は、質疑回答を優先します。また、本書に記載がない事項について

は、本書に関する質疑回答によるものとします。 
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Ⅱ 基本理念 

１．浦添前田駅にぎわい交流ゾーンコンセプト（基本理念） 

 （H29浦添前田駅にぎわい交流ゾーン基本計画より一部抜粋） 

コンセプト（基本理念） 
にぎわいの創出と拡がりに向けた 

浦添市観光の核となる交流拠点施設の形成 

モノレール市内 3駅「浦添前田駅」、「経塚駅」、「てだこ浦西駅」の周辺エリアでは、各地区の特色を

活かし、有機的なマネジメントによる均衡のとれた街づくりを推進していくことが求められています。その中

で、本施設の整備にあたり、建設予定地の立地条件を最大限に活かし、加えて効果的な機能の導入と配

置を行うことにより、3駅周辺地区の中心として、市民や来訪者の新たな賑わいの創出と周辺地域への 

拡大を生み出す、交流拠点形成を目指します。 

 

【図：計画の対象エリア】 

 

【図：土地利用の現況】 
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２．にぎわい交流ゾーンのゾーニング 

  現在、当該用地北側の多目的広場の整備を市が行い、南側（県道側）の観光交流拠点施設の整備、

維持管理運営を本公募により、PPP事業（事業用定期借地権方式）での実施を予定しています。にぎわ

い交流ゾーン内のゾーニング及び整備主体の区分は以下のとおりです。 

 

【表：整備区分】 

区分 面積（本公募時点） 整備主体 用途 

にぎわい交流ゾーン北側 約 1672.81㎡ 市 多目的広場（交通結節） 

にぎわい交流ゾーン南側 約 782.8㎡ 民間事業者 交流拠点施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にぎわい交流ゾーン 

（多目的広場含む） 

警察署用地 

住宅用地 

住宅用地 
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３．基本理念の達成に向けて 

（１）にぎわい交流ゾーン全体の目標・戦略 

目標  戦略 

① 立地ポテンシャルを最大限に活かした施策によ

り、来訪者・市民の誘客を図る。 

① 施設に誘い込む 

⇒観光情報の発信機能 

観光案内機能の充実 

② 来訪者・市民が心地よく滞在できる、サービスや

アクティビティの提供を充実させる。 

② 心地よくたたずませる 

⇒憩いの場機能 

休憩所の整備 

③ リピーターや新規来訪者の増加を目指し、来訪

者の浦添の認知度・興味度を高める。 

③ 浦添を知ってもらう 

⇒情報発信機能、市産品紹介・販売機能 

④ ３つの駅を中心に市内全域とのネットワークの

構築を図り、にぎわいの拡大を目指す。 

④ 周囲につなげていく 

⇒交通結節機能（多目的広場） 

 

（２）基本理念達成のために民間事業者に求める目標（提案事項） 

目標 
 

戦略 

上記「（１）にぎわい交流ゾーン全体の目標・戦

略」を踏まえ、観光交流拠点施設を運営するにあ

たっての観光客数（市外客・県外客・インバウンド

客）・全来訪者に占める観光客の割合の目標値

を、根拠を示した上で、ご提案下さい。 

左記で設定した目標を達成するための戦略

についてもご提案ください。 
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４．観光交流拠点施設の導入機能 

（１）求める機能 

観光交流拠点施設（以下、「本施設」という。）については、下表の機能の導入を求めます。 

必須部分 施設内容 

観光情報の発信機能・ 

地域市産品紹介機能 

・観光 PRスペース 

※観光客から見えやすい場所に配置して下さい。 

管理機能 ・施設全体の維持管理業務 

提案部分 施設内容 

共用部 

 

※以下は一例です。施設全体として魅力的な施設になるようご提案下さい。 

・ユニバーサルデザイン対応のトイレ設置 

・赤ちゃん設備（授乳室・ベビーベッド）設置 

・周辺に配慮した外構（照明、植栽等） 

・歩行者用通路（階段、エレベーター等） 

 ※本事業用地は、交流拠点施設用地と多目的広場部分用地の間に 4m

程度の段差があります。モノレールや交通広場の利用者、地域住民による

賑わい交流ゾーン内の通路利用を想定し、段差解消の手段について、ご

提案下さい。 

観光誘客機能 
・民間施設 

※観光客の来訪誘因となるような魅力的な機能をご提案ください。 

 

５．望ましい施設構成について 

 （１）提案施設全体について市が求める事項 

地域のにぎわい・憩い・交流を図る場として機能するとともに、浦添城跡等浦添市の地域資源・観光

資源を訪れる来訪者に情報等を提供し、情報収集の場、地域に触れる場とすることを想定します。さら

に、来訪者と市民が交流し、にぎわいを創出する場として機能する観光交流拠点施設とします。 

 

 （２）入居テナントの要件  

本施設に入居するテナントについては、以下のいずれかの要件を満たすテナントを求めます。 

① 本市観光の利便性の向上や、観光客受け入れ環境の充実に寄与するもの。 

② 観光客のみならず、周辺地域住民の利便性の向上にも寄与し、賑わいや交流を創出するもの。 

③ 市産品の紹介や販売、市内業者と連携した商品開発など、本市の産業振興や認知度向上に寄与

するもの。 

 

 

 

 

 



6 

 

 

６．整備スケジュールについて（予定） 

※スケジュールは変動する可能性があります。 

  

浦添前田駅にぎわい交流ゾーン 整備スケジュール（予定） 

 R3年度 

（２０２１年度） 

R4年度 

（２０２２年度） 

R5年度 

（２０２３年度） 

R6年度 

（２０２４年度） 

本施設 

 

 

 

 

 

  

多目的広場 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（協議・協定、契約締結） 

（設計、許認可申請・届出関係、事前調査、工事） 

（広場内磁気探査、 

にぎわい交流ゾーンの開発許可申請） 

（造成工事・擁壁工事・付帯設備等工事） 

） 

供

用

開

始 

（市） 

（民間事業者） 

（公募・事業者選定） 
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Ⅲ公募概要 

１．事業用地の概要 

（１）事業名称 

浦添前田駅にぎわい交流ゾーン観光交流拠点施設整備事業 

 

（２）施設の立地並びに規模及び土地に関する事項   

所在地 
浦添前田駅周辺土地区画整理事業地内 仮換地 

5街区 1画地、同 2画地の一部 

所有形態 市有地（現状、行政財産ですが普通財産に変更し、契約予定です。） 

事業用地 
約 782.8 ㎡  ※左記面積は本公募時点の計画値で、今後の区画整理事業

の進捗によって多少変更する可能性があります。 

用途地域等 

第二種住居地域（建蔽率 60％、容積率 200 ％） 

県道浦添西原線沿線地区（高度地区） 

県道浦添西原線沿線地区（特別用途地区） 

県道浦添西原線沿線地区（景観地区） 

事前の土壌調査は実施していません。 

近接道路 
県道浦添西原線（にぎわい交流ゾーン南側標準幅員約 32ｍ） 

主要区画街路（にぎわい交流ゾーン西側標準幅員約８～11ｍ） 

 

 

（３）現在の土地の状況 

   県道浦添西原線に面し、浦添前田駅北側に位置します。令和６年度完成予定のにぎわい交流ゾーン

北側の多目的広場（駐車場、バス駐機場等）予定地に隣接し、現状更地です。 

 

（４）事業用地周辺の特性 

本事業用地は、浦添城跡、てだこホール、浦添市役所、浦添市美術館等、公共施設が周辺に所在す

る市内中心部に位置しており、観光客などの来訪者が本市の文化施設や行政施設へアクセスする際

に利用する浦添前田駅に近接し、利便性の高い用地です。浦添城跡周辺は近年、映画「ハクソー・リッ

ジ」の公開により海外からの来訪者が増加しており、また、日本遺産に認定されたストーリーの構成文

化財でもあることから、県内外から観光客の来訪が増加しています。 

 

（５）供給処理施設の状況 

    事業予定地におけるインフラ（電気、ガス、上下水道等）については、事業者が整備、負担するものと

し、水道加入金についても事業者の負担とします。 
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２．事業形態等 

（1）事業スキーム 

本事業は、P7、Ⅲ公募概要「１．事業用地の概要 （２）施設の立地並びに規模及び土地に関する事

項」の市有地全体に事業用定期借地権を設定し、事業者に対し土地を貸付け、事業者が設計、建設、所

有、維持管理、運営するものとします。市は、当該施設に公共的機能部分として、観光 PRスペース等を設

置します。事業スキーム、契約スキームは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図：契約スキーム（例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）土地の貸付条件 

  本事業における土地の貸付条件は以下のとおりです。 

① 敷 地 ・普通財産  

・事業敷地面積 約782.8㎡  ※左記面積は本公募時点の計画値で、今後

の区画整理事業の実施によって多少変更する可能性があります。 

※ 782.8㎡が貸付対象面積。 

② 形 態 事業用定期借地権（借地借家法第２３条） 

※用途は事業用に限定されます。（住宅としての用途は不可。） 

※建物買取請求権を行使しないこととします。 

※公正証書作成等契約に係る費用は、事業者が負担するものとします。 

（覚書締結後） 

事業用定期借地権設定契約 

（※スキーム例） 

地代・保証金・市税 

【図：事業スキーム】 

対価 

サービス提供 

賃料 

床賃貸 

 

公共的機能 

（観光 PRスペース等） 

施設所有：民間事業者 

定期借地権（賃借権：民間事業者） 

底地（所有権：市） 

民間（収益施設） 

市 

浦添市 

（観光 PRスペース等） 

民間事業者 

（施設所有） 

テナント 利用者 
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③ 賃貸借期間 

（提案事項） 

２0年以上50年未満。（事業の終期は提案事項とします。） 

※事業用定期借地権設定契約締結日を始期とし、事業者提案の終期まで。借

地期間には、本施設の解体・撤去工事を含む期間とします。 

④ 月額地代 

   （提案事項） 

以下の基準地代を参考に、事業者が提案する月額地代とします 

 

（３）地代の設定について 

① 月額地代（提案事項） 

   地代は、次に示す基準地代を参考に、事業者が提案する月額地代とします。 

基準地代（月額）/782.8㎡ 375,744円 

  施設の維持・管理、運営について、市は提案地代以上の費用負担はしません。市の費用負担が生じ

ないよう、事業計画を策定し、月額地代をご提案下さい。 

※月額地代を「０円」とする提案も妨げませんが、提案地代も優先交渉権者選定の際の評価対象とな

ります。評価方法については、優先交渉権者決定基準をご覧下さい。 

② 月額地代の改定 

    原則として３年ごとの固定資産税評価替え時に合わせて社会経済情勢等を考慮し改定を行うことと

します。なお、改定方法、算定式については事業用定期借地権設定契約書の中で定めることができるも

のとします。 

③ 保証金 

事業者の債務不履行を担保するため、事業者は市に対し、保証金として月額地代の 12か月分及び

解体費相当額（事業者の提案を踏まえ、選定後に市との協議により確定します。また、土地の現状復帰

に係る費用を含みます。）を事業用定期借地権設定契約締結時に預託することとします。ただし、民間

事業者の責めに帰すべき事由により事業期間終了前に契約を解除する場合は、保証金は返還しない

ものとします。 なお、保証金は、契約期間の終了後に債権債務を相殺の上、無利息で返還します。また、

月額地代が改定されても保証金の増減は行わないものとします。 

④ 地代の支払い方法 

   地代の支払いは、工事着手時より行うものとし、毎年４月に本市が定める方法により当該年度分の地

代を支払うものとします。 

⑤ 契約期間満了時の取り扱い 

   契約期間満了時には、借地借家法第２３条の規定により建築物及びその他の工作物を収去し、事業

敷地の本市への返還を原則とします。 

  

（４）観光 PRスペース等について 

  ① 観光 PRスペース等の内容について 

   施設内における公共的機能として、本市観光資源を PRするために、施設内にパンフレットラック、デジ

タルサイネージ、VR什器類等の設置ができる程度のスペース（30㎡程度を想定）の確保をして下さ

い。 
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② 観光 PRスペース等の賃料について 

  市は観光 PRスペース等を借り受けるにあたって、提案いただいた月額地代の範囲で賃料を負担しま

す。 

 

３．にぎわい交流ゾーン・多目的広場の管理・運営、活用について 

（１）にぎわい交流ゾーン北側・多目的広場の概要 

   本施設の北側に隣接する多目的広場については、「交通結節機能の整備」を目的として令和６年度

中の供用開始に向けて、市で整備を行っております。多目的広場の概要については下表のとおりです。 

 

①所在地 

浦添前田駅周辺土地区画整理事業地内 仮換地 

5街区 2画地の一部、同３画地、同４画地、同８画地、同９画地、同１２画

地 

②所有 市有地   

③面積 

約 1672.81㎡    

※本公募時点での計画値で、今後の区画整理事業の遂行によって多少

変更する可能性があります。 

④公有財産の区分 行政財産 

⑤用途地域 
第１種低層住居専用地域 

※県道浦添西原線より 25ｍの区域内は第二種住居地域。 

⑥機能（内容） 

※別添資料（造成平面図）

を参照 

・ 歩行者用通路（シェルター、照明） 

・ 中型バス駐機場（２台） 

・ 自動車、タクシー乗降場 

・ バイク、自転車の駐輪場、シェアサイクルステーション 

・ 駐車場（２０台）  

・ にぎわい創出機能（イベント開催等） 

 

（２）多目的広場の管理・運営、活用について（提案事項） 

   多目的広場については、観光交流拠点施設部分と一体で管理・運営、活用を行った方が、周辺地域

におけるにぎわいの創出及び施設の利便性向上に寄与すると考えられることから、管理・運営、活用方

法について、以下の条件で提案を求めます。提案いただいた内容を実施するにあたり、市は優先交渉

権者との協議が整い次第、浦添市公有財産規則に基づき、3年間を上限（更新可能）として、必要部

分の使用を許可（目的外使用許可）することを予定しています。なお、使用にあたっては、以下のとおり、

使用料を納付いただく必要があります。 

 

①提案条件 

ア．本広場の主要機能である交通結節機能を担保すること。 

   イ．にぎわい創出機能（イベント開催）を可能とすること。 

   ウ．観光交流拠点施設の利用者のみならず、周辺施設へ来訪される方々の利用を可能とすること。 

   エ．提案事業の実施にあたって、必要最小限度の使用面積を明示し、提案すること。 
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②使用料について(参考) 

181,723,797円（固定資産評価額）×6%÷2,319㎡＝4,702円/㎡（年額） 

    ※実際の使用料は、上記単価に使用面積を乗じた額となります。この使用料は本公募時の参考値で

あり、最終的な使用料は使用を許可する際の固定資産評価額を元に決定します。 

 

４．業務および役割について 

 （１）業務内容 

本事業に係る事業者の主な業務内容は次のとおりです。 

  ① 本施設の設計・建設に関する業務 

   ア． 施設全体の設計・建設業務 

   イ． 外構施設の設計・建設業務 

   ウ． 上記業務に伴う事前調査や、許認可等各種申請及び登記業務等の関連業務 

② 本施設の維持管理（保守・修繕・更新等）に関する業務 

   ア． 施設全体の維持管理業務 

   イ． 外構施設の維持管理業務 

   ウ． その他、上記の業務を実施する上で必要な関連業務 

③ 本施設の運営に関する業務 

    施設全体の運営業務 

 

（２）費用負担 

 事業者は以下の費用を負担するものとします。 

   ① 地代及び保証金 

   ② 本施設の設計及び工事に係る費用（事前調査や許認可申請手数料等を含む）  

③ 施設運営、維持管理にかかる費用 

④ 公正証書作成費用等契約にかかる費用 

⑤ 保険料 

   ⑥ 施設所有に係る公租公課 

   ⑦ 事業終了時に係る登記に必要な費用 

 

（３）遵守すべき法制度等 

    本事業の実施にあたっては、地方自治法の他、以下に掲げる関連の各種法令（施行令及び施行規

則も含む）を事業者自らの責任で確認し、関係機関と協議し、遵守することとします。また、各種要綱・各

種基準（最新版）については適宜参考にして下さい。なお、記載のない各種関連法令等については適

用の要否等を含め、事業者の責において検証確認することとします。 

    なお、本公募における本市の審査は、応募者から提出された書類が、本書に規定する提示条件等に

従い作成され、本事業のコンセプトに則したものであるかを確認するものであり、関係法令等に係る適

否については審査対象としておりません。 
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【法令】 

   ① 建築基準法 

   ② 都市計画法 

   ③ 景観法、屋外広告物法 

   ④ 消防法 

   ⑤ 高齢者・障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

   ⑥ 水道法、下水道法、水質汚濁防止法 

   ⑦ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

   ⑧ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

   ⑨ 地球温暖化対策の推進に関する法律 

   ⑩ エネルギーの使用の合理化に関する法律 

   ⑪ 大気汚染防止法、騒音規制法、振動規制法 

   ⑫ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

   ⑬ 警備業法、労働安全衛生法その他各種のビル管理関係法律 

   ⑭ 建設業法その他各種の建築関係資格及び労働関係法律 

   ⑮ 宅地建物取引業法 

⑯ 借地借家法 

   ⑰ 条例 

    ア．沖縄県建築基準法施行条例 

    イ．沖縄県景観形成条例 

    ウ．沖縄県環境基本条例 

    エ．沖縄県福祉のまちづくり条例 

    オ．浦添市屋外広告物条例 

    カ．浦添市景観まちづくり条例 

    キ．浦添市景観地区条例 

    ク．浦添市環境基本条例 

    ケ．浦添市水道事業給水条例 

    コ．浦添市下水道条例 

    サ．浦添市個人情報保護条例 

    シ．浦添市情報公開条例 

    ス．浦添市福祉のまちづくり条例  

⑱ その他関係法令、条例・規則・関連計画等 

 

５. 事業実施の注意点 

（１）地中障害物等 

   地中障害物の有無等を確認するために事業者が調査を実施する場合、その調査に要する費用は、原

則として全て事業者が負担することとします。なお、埋蔵文化財の発見に伴う調査等により、工事着工の
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遅延による費用増大や文化財保護のための計画変更、事業の中止等が発生した場合は別途協議を

行うものとします。 

 

（２）近隣対策 

   本事業を実施するうえでの近隣住民等への周知、説明対応等については、事業者が誠意をもって行

い、紛争等が生じた場合も責任をもって対応することとします。 

 

（３）施設建設に起因する周辺影響対策 

  本事業に係る施設を建設したことに起因する周辺への影響（電波障害、風害、悪臭、日影等）は、事業

者が対応するものとします。 

 

（４）事業用地内に設置されている案内サインについて 

現在、事業用地内に案内サインを設置しています。工事期間中、案内サインの移設等の対応が必要な

場合は事前に市と協議を行ってください。 

 

６．提案に関する事項 

（１）募集方式 

 事業者の募集は、公募型プロポーザル方式により行い、優先交渉権者を決定します。 

 

（２）優先交渉権者等の選定 

 市が設置する事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、プレゼンテーションによる提案

書等の聴取及び質疑応答を行い、最優秀提案１件及び優秀提案を数件選定します。評価点合計点にお

いて６割以上得点した応募者のうち、最も高い提案をした最優秀提案者を優先交渉権者とします。 

なお、本市が優先交渉権者としてふさわしい応募者がいないと判断した場合には、優先交渉権者を決

定しないことがあります。 

 

７. 提案に関する条件 

（１）民間施設及び土地利用に関する条件 

民間施設及び施設計画全般の事業提案にあたっては、次の条件を遵守してください。 

① バリアフリー、ユニバーサルデザイン、省エネルギー等の公共性に配慮した計画とすること。 

② 観光客及び地域住民の利便性に十分配慮した計画とすること。 

③ 工事中における安全性に十分配慮した計画とすること。 

④ 貸付物件及び建築物の利活用については、契約した内容で使用すること。ただし、市が認めた場合

はこの限りではない。事業期間において、賃貸する事業者を変更する場合は、当初の提案趣旨の継

続性に鑑み、市と事前に協議の上、書面による市の承認を得ること。 

⑤ 事業者は、原則、借地権の全部または一部を第三者に譲渡し、転貸し、質入れ若しくは担保に供

し、または名義貸し等をすることはできない。 

⑥ 事業者が建築物を建築し、その全部または一部を第三者に賃貸借するときは、事前に市と協議の

上、市の承認を得なければならない。また、当該第三者に対し「当該建物が定期借地権を設定した土地の
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うえに建築されているものであり、定期借地権は定期借地権設定契約の満了時に消滅し、それと同時に当

該第三者との賃貸借契約も終了すること」を書面で約定すること。 

（２）導入を禁止する事項 

   事業者は、営業業種を以下の業種から選定しないものとします。 

   ① 政治的又は宗教的用途 

② 公序良俗に反する用途。 

③ 青少年に有害な影響を与える興行、物販、サービスの用途。 

④ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第 2条第 1項に規定する風俗営業、 

同条第 5項に規定する性風俗特殊営業その他これらに類する用途。 

⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第５号に規定 

する指定暴力団等の活動の用に利用する用途。 

⑥ 悪臭・騒音・粉塵・振動・土壌汚染等、近隣環境を損なうおそれのある用途。 

⑦ 居住の用に供する用途。 

⑧ 貸金業法（昭和 58年法律第 32号）第２条第１項に規定する貸金業。 

 

８．応募に関する事項 

(1) 基本的要件 

本事業に応募できる事業者（以下「応募者」という。）は、事業用地を事業用定期借地権により市か

ら賃借し、事業計画に基づき、自らの費用負担で提案施設を整備及び所有し、事業期間中の安定的な

事業の運営、適切な維持管理を行うことのできる企画力、技術力及び経営能力を有する法人とします。 

申込者の構成は、単体の法人または複数の企業によって構成される共同体であることとします。な

お、１つの法人が複数の応募をすることはできません。共同体で応募する場合も一法人とみなし、一つ

の提案を行うものとします。 

共同体での参加の場合は、下記①～②の内容に沿って応募してください。 

①共同体による申し込みの場合、構成員の中から代表者(土地を賃借する法人)を定め、代表者が申

込手続きを行うものとし、代表者は、本事業の最終責任を負うこととします。 

②事業提案書類提出以降における構成員の変更及び追加は原則認めません。 

 

（2）応募者の要件 

応募者は次の要件を満たすものとします。 

  ① 応募者は、応募及び事業提案に関する一切の手続きを行うものとし、本書の内容を十分に遂行する

能力を有すること。 

② 応募者は、本書 P11.「４．業務および役割について（１）業務内容」に掲げる業務を実施することな

どを予定する単体企業（以下、「応募法人」という。）または複数の企業によって構成される共同体で

あること。 

③ 民間の技術力、ノウハウ、資金力を最大限に発揮できる枠組みを提案できる者であること。 

④ 共同体で応募する場合は、構成員の中から代表企業（土地を賃借する法人）を定めること。また、提

案施設のうち施設運営者がテナント運営を行う場合は、当該テナント名も明らかにすること。 

⑤ 提案に必要な資金調達を確実に行うことができる者であること。 
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⑥ 沖縄県に本店又は主たる営業所を有する者。ただし、共同体で応募する場合は、沖縄県に本店又

は主たる営業所を有するものを１社以上含む共同体とすること。 

 

(３) 応募者の制限 

次のいずれかに該当する者は、応募者または共同体の構成員になることはできません。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者。 

② 本募集要項公告の日から提案書提出の日までの間において、浦添市から指名停止の措置を 

受けている者。 

③ 警察当局から、暴力団員が実質的に支配する建設業者及びこれに準ずる者として、公共工事から

の排除要請があり、当該状態が継続しているなど請負者として不適当と認められる者、並びに浦添

市暴力団排除条例（平成２３年６月２９日条例第１４号）に基づく排除措置に該当する者。 

④ 本募集要項公告の日から提案書提出日までの間において、建設業法（昭和２４年法律第１００号） 

第２８条第３項または第５項の規定による営業停止の処分を受けている者。 

⑤ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立て、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破

産手続き開始の申立てを受けている者。 

⑥ 国税、地方税、社会保険料の滞納がある者。 

 

（４）資格要件確認の基準日 

資格要件確認の基準日は、資格審査書類の受付日とします。なお、提案受付から基本協定書締結まで

の期間に上記「(3) 応募者の制限」に該当することとなった場合は、原則として失格とします。 

 

９．応募手続き 

（1）応募スケジュール 

事項 予定時期 

募集要項の公表（公告） 令和４年９月１６日（金） 

質問受付 令和４年９月１６日（金）～令和４年１１月 21日（月） 

質問の回答 市のホームページにおいて随時掲載 

資格審査書類の受付 令和４年 10月１４日（金）～10月 31日（月） 

参加資格確認結果通知の発送 令和４年 11月 11日（金） 

事業提案書類の受付 令和４年 11月 25日（金）～１2月 23日（金） 

プレゼンテーション審査 令和５年１月下旬 ※予定 

優先交渉権者の選定・公表 令和５年２月上旬 ※予定 

優先交渉権者との詳細協議 令和５年２月下旬以降 

基本協定の締結 詳細協議が整い次第 
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（２）質問の受付・回答 

 ① 質問書の提出方法 

    質問等がある場合は受付期間内に「質問票」に必要事項を記載のうえ、電子メール（送信先アドレ

ス：kanko@city.urasoe.lg.jp）にて送付してください。受信確認のため、メール送信後に電話（098-

876-1246）にてご連絡ください。なお、電話や口頭による質問は、受付しかねますのでご了承くださ

い。 

●受付期間：令和４年９月１６日（金）～令和４年 11月 21日（月） 

   ●メールアドレス：kanko@city.urasoe.lg.jp 

     ※送信の件名は「浦添前田駅にぎわい交流ゾーン観光交流拠点施設整備事業質問票」としてくだ

さい。 

② 質問に対する回答方法 

浦添市ホームページにおいて随時回答を掲載します。なお、回答は本書の追加又は修正として扱い、

応募者全員の共通認識とさせていただきます。 

※なお、市ホームページで公表する際は、質問者のアイディア等を含む内容については非公表としま

す。（質問者へ電子メールで個別に回答いたします。） 

 

（３）資格審査書類の提出について 

   ① 受付期間 

   令和４年 10月１４日（金）～10月 31日（月）までの午前 9時から午後 5時まで（ただし、土日・

祝日等の閉庁時を除く。） 

② 提出場所 

     浦添市 市民部経済文化局 観光振興課（５階） 

③ 提出方法 

     事前に連絡のうえ、持参してください。 

（４）事業提案書類の提出について 

① 受付期間 

   令和４年 11月 25日（金）～１２月 23日（金）までの午前 9時から午後 5時まで（ただし、土日・

祝日等の閉庁時を除く。） 

② 提出先 

    上記「（３）②提出場所」と同じ 

③ 提出方法 

    上記「（３）③提出方法」と同じ 

 

（５）応募に対する留意事項  

① 応募に関するすべての書類の作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とします。 

② 提出書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属するものとし、原則として提出書類の返却は致しま

せん。また、市は、応募者に無断で本提案募集以外の目的において、提出書類を使用したり情報を漏

らしたりはしません。ただし、本事業において公表等が必要と認めるときは、市は、事前に事業者と協



17 

 

 

議した上で、提案書類の全部又は一部を使用できるものとします。また、契約に至らなかった応募者

の提案については、市による優先交渉権者選定過程等の説明以外の目的には使用しません。 

③ 提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び日本国以外の国の法

令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている意匠、デザイン、設計、施工方法、工事材

料、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、応募者が負うものとします。 

④ 市が提供する資料は、提案に係る検討以外の目的で使用してはなりません。また、応募者は、応募

にあたって知り得た情報を第３者に漏らしてはなりません。 

⑤ １応募者は、公募案件にあたり１つの提案しか行うことができません。 

⑥ １応募者の構成員は、同一公募案件の他の応募者の構成員となることはできません。 

⑦ 応募者の構成員の変更は認めません。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、市と協議を行

い、市が変更を認めたときはこの限りではありません。 

⑧ いったん提出した書類の変更はできません。ただし、提出書類の脱漏または不明確な表示等があ

り、かつ、本市が変更を認めたときはこの限りではありません。 

⑨ 応募申込書等の書類提出以降に参加を辞退する者は、辞退届（様式 09）を１部、事務局に持参又

は郵送で提出すること。 

 

10．応募書類 

（１）資格審査書類 【提出期間：令和４年 10月１４日（金）～10月 31日（月）】 

次の提出書類に各々の書類名称（様式番号）を記した表紙とインデックスを付け、A4縦長ファイルに閉

じたものを２部（正本１部、副本１部）提出してください。共同体による応募の場合は、代表企業を通じて、

全ての構成員が資格審査書類に規定される必要書類を提出することとします。 

様式 書類 備考 

 質問票 提出期間：令和４年９月１６日（金）～令和４年１１月 21日

（月） 

様式 0１ 応募申込書 ※代表者のみ。 

様式 02 共同体構成員調書 ※共同体で応募する場合のみ。 

応募者の構成員をすべて明らかにし、本書「Ⅲ-4（１）業

務内容」を踏まえ、各々の役割分担を明確にすること。 

様式 03 委任状 ※共同体で応募する場合のみ。 

様式 04 委任状 ※代表企業内 

様式 05 会社概要書 ※事業内容や企業理念等が記載されている会社案内資料

があれば添付すること。 

様式 06 誓約書 ・本書 P.14「７． 応募に関する事項」に記載する要件を確

認すること。 

様式 07 有資格技術職員内訳表  
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様式 08 関連事業一覧表 ※提案内容に関連する事業実績がある場合、様式に従い、

以下の項目を網羅した事業実績書を作成すること。 

・事 業 名：契約書上の正確な名称及び主な契約内容を

記載すること。 

・発 注 者：発注者名を記入すること。 

・受 注 形 態：単独又は共同体の別を記入すること。 

・契 約 金 額：消費税相当額を含む金額の総額を記入する

こと。（単位千円） 

・契約年月日：契約締結日を記入すること。 

・事 業 期 間：事業始期及び終期を記入すること。 

・施設の概要：施設の主な用途、構造、面積、工事完了年月

日を記入すること。 

様式 09 辞退届 ※辞退する場合のみ 

※以下任意様式 （①～⑩の資料について写しでも可。発行日より３か月以内のもの。） 

① 印鑑証明書 拡大縮小しないこと。   

② 定款  

③ 法人登記簿謄本 全部事項証明書 

④ 税務申告書一式（別表一～別表十

六ほか）及び決算書等（貸借対照表、

損益計算書等）の写し（勘定科目明細

表、減価償却明細表も含みます。） 

・直近３ヵ年分 

・有価証券報告書を提出している場合は該当箇所の写しで

もよい。 

・連結財務諸表作成会社については、連結財務諸表、単体

財務諸表の写し 

⑤ 市町村税の滞納のない証明書 事業所のある市町村発行 

⑥ 都道府県税完納証明書 全税目の滞納のないことを確認できる証明書 

⑦ 国税未納の税額がないことの証明 税務署（「その３の３」） 

⑧ 労働保険証明願 労働局 

⑨ 社会保険料納入確認書 年金事務所 

⑩ 構成員間で交わされた契約書又は

覚書等。 

※共同体で応募する場合のみ 

 

（２）事業提案書類 【提出期間：令和４年 11月 25日（金）～１２月 23日（金）】 

  ① 提出様式について 

下記に記載する提案審査に係る書類について、正本１部、副本１０部を提出すること。 

様式 書類 

 提案書提出届 

（１）事業全般に関する事項 

様式１－１号 事業趣旨・基本方針 

様式１－２号 地域社会への貢献 
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様式１－３号 地域経済への貢献 

（２）観光誘客に関する提案事項 

様式２－１号 目標を達成するための戦略 

様式２－２号 民間施設部分の機能 

（３）事業遂行能力に関する事項 

様式３－１号 事業スケジュール 

様式３－２号 事業実施体制 

様式３－３号 事業収支計画 

様式３－４号 事業破たん防止に関する措置、リスク管理方針 

（４）施設整備に関する事項 

様式４－１号 施設計画概要 

様式４－２号 利便性に関する事項 

様式４－３号 公共性に関する事項 

様式４－４号 景観に関する事項 

（５）施設・多目的広場の維持管理・運営に関する事項 

様式５－１号 交流拠点施設の維持管理・運営業務に関する基本的な考え方 

様式５－２号 多目的広場の維持管理・運営業務に関する基本的な考え方 

（６）任意様式 

任意様式 提案書概要（A４用紙 １枚程度） 

任意様式 平面計画 

任意様式 面積計画 

任意様式 立断面計画 

任意様式 外構計画 

任意様式 完成予想図 

 

② 書類作成上の留意点 

  事業提案書類の作成にあたっては、以下の内容をご確認ください。 

ア． 提案書提出届、様式、任意様式の順番でまとめ（上記①の表の順番）、所定の部数を提出すること。 

イ． 各様式に指定された枚数制限の記載があるものについては厳守すること。また、指定のないものにつ

いても、可能な限り簡潔な記載とし、必要最小限の枚数とすること。 

ウ.  設計図面および提出書類に記載するイラスト、図表などを除き、提出書類で使用する文字の大きさ

は 10.5ポイント以上とし、横書きとすること。 

エ. 提出書類の作成に用いる言語は日本語、単位は計量法に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標

準時とすること。使用する用語は統一することとし、専門用語等を使用する場合は欄外に用語集を用い

て補足説明をすること。 

オ． 片面印刷とし、各べージの下中央に通し番号を振ること。  

カ． 一項目につきページが複数にわたる場合は右肩に番号を振ること。（ 例：1/3 ） 
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キ． 事業提案書類については、必要に応じて図表及び絵・写真等を用いて分かりやすく記載すること。ま

た、記載内容を補助する目的の範囲内で着色を行って構わない。 

ク． 事業者名は正本の表紙のみに記入し、その他には社名やロゴマーク等応募者を特定できる表記はし

ないこと。 

ケ． 各様式で記述が必要とされている事項は、必ず記述すること。 

コ． 各様式において、表枠の大きさ、余白の設定は自由とする。 

サ． 正本の表紙には「正本」である旨を記入し、副本の表紙には右肩に１から１０までの番号を付けるこ

と。 

シ． ２穴綴じとし、各部紙製フラットファイル等簡易な閉じ方とする。 

 

（３）価格提案書類  

① 提出様式について  

 下記に記載する価格審査に係る書類を各１部提出すること。 

様式 資料名 

様式６－１号 価格提案書 

１． 月額地代 

   ※本書 P.9「（３）①月額地代」に示す基準地代を参考に提案すること。 

様式６－２号 価格提案書内訳書 

 

② 提出方法 

 ア． 価格提案書及び価格提案書内訳書は、事業提案書類とは別の封筒に入れ、封かんして提出するこ

と。 

 イ． 封筒の表に代表法人名及び「浦添前田駅にぎわい交流ゾーン観光交流拠点施設整備事業価格提

案書類在中」と明記すること。 

 ウ. 事業提案書提出時に提案すること。 

 

11．協定締結までの手順 

（１）詳細協議 

    最優秀提案をした応募者は、優先交渉権者となり、事業実施に必要な諸条件について、市と詳細協

議を進めます。なお、優先交渉権者との協議が整わない場合は、優秀提案を行った提案者の範囲内に

おいて、次順位の者を優先交渉権者として同様の詳細協議を行います。 

 

（２）基本協定の締結 

    市は、優先交渉権者との協議が整った場合、実施する事業の基本的な事項（事業計画、実施スケジ

ュール、建設・運営の条件等）を定めた基本協定を締結します。 
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12．審査基準・審査結果 

（１）審査基準 

    審査は、別添資料「優先交渉権者選定基準」をご確認ください。 

 

（２）審査結果通知及び公表 

    ① 審査の結果については、浦添市公式ホームページにおいて公表するとともに、参加したすべての

提案者に電子メール及び文書により通知します。 

    ② 審査結果に対する異議を申し立てることはできません。 

    ③ 審査結果や審査内容に関するお問い合わせは一切受け付けません。 

 

（３）失格 

    次のいずれかに該当する場合は失格とします。 

    ① 提出期限内に、提出書類が提出されなかった場合 

    ② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

    ③ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

④ 本書に違反すると認められる場合 

 

13．リスク分担  

（１）リスク分担の考え方 

   事業者が実施する業務に伴うリスクは、原則として事業者が負うものとします。ただし、事業実施者の

責めによらないとの合理的な理由があるリスクについては、市がその一部又は全部の責任を負うものと

します。 

 

（２）予想されるリスクと責任分担 

   市と事業者の責任分担は、別添資料「リスク分担表」のとおり想定していますが、具体的な責任分担

は詳細協議において定めます。 
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リスク分担表（案）  
リスク分担案 

●：主 ▲：従 

発
生
段
階 

リスク項目 № リスクの内容 本市 事業者 

共
通 

募集要項リスク １ 
募集要項等本事業に関連して公表した資料の誤りに関

するもの、内容の変更に関するもの。 
●  

応募リスク 
２ 応募費用及び提案書等の応募図書作成等に関するもの  ● 

３ 応募図書の取り扱いに関するもの ●  

契約締結 
４ 

事業者と契約が結べない又は手続きに時間がかかる場

合。 
● ● 

５ 契約締結費用に関するもの  ● 

法令等の変更 ６ 
本事業に影響を及ぼす法令（税制含む。）の新設又は変

更によるもの。 
● ▲ 

社会リスク 

７ 住民等の反対による事業の中止・遅延 ● ● 

８ 事業者が行う管理及び運営に関すること  ● 

９ 事業者が行った業務に起因する環境問題  ● 

１０ 
事業者が行った業務に起因する第三者賠償に関するこ

と 
 ● 

住民対応 1１ 本事業に対する住民からの苦情、要望等  ● 

不履行 
１２ 市の契約内容の不履行 ●  

１３ 事業者の協定及び許可条件の不履行  ● 

不可抗力リスク １４ 天災等による変更・中止・遅延 ● ● 

本事業の中止又

は延期に関する

リスク 

１５ 市の責任による中止・遅延 ●  

１６ 事業者の責任による中止・遅延  ● 

１７ 事業者の事業放棄・破たん  ● 

許認可遅延リス

ク 
１８ 

事業者の申請等の手続による許認可の遅延に関するも

の 
 ● 

民間施設に関す

るリスク 
１９ 

民間施設の設計、建設、維持管理及び運営に関するもの 
 ● 

土地の貸付料に

関するリスク 
２０ 

３年ごとの土地の貸付料の見直しで貸付料が変更され

た場合 

● 

減額 

● 

増額 
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リスク分担表（案） 
リスク分担案 

●：主 ▲：従 

発
生
段
階 

 

リスク項目 № リスクの内容 本市 事業者 

協
議
段
階 

整備リスク 

２１ 市の指示に起因する事業費の増加 ●  

２２ 整備単価の高騰  ● 

２３ 上記以外の整備費の増加  ● 

契
約
締
結
後 

計画変更 
２４ 用途の変更等、本市の責による事業内容の変更 ●  

２５ 事業者が必要と考える計画変更  ● 

用地リスク ２６ 建設に要する仮設、資材置場に関するもの  ● 

工事遅延・未完

工リスク 

２７ 
工事が契約に定める工期より遅延する又は完工しない場

合。 
 ● 

２８ 
市の要求による設計変更により遅延する又は完工しない

場合 
●  

資金調達リスク ２９ 必要な資金の確保に関するもの（出資、借入等）  ● 

設計変更リスク 

３０ 市の提示条件・指示の不備、変更によるもの ●  

３１ 
事業者による計画・用途の変更、テナントの撤退及びそれ

らに伴う費用の増大に関するもの 
 ● 

維
持
管
理
・運
営
段
階 

設備・施設の破

損 

３２ 市の故意・過失に起因する設備・施設の破損 ●  

３３ 事業者の故意・過失に起因する設備・施設の破損  ● 

３４ 天災等の不可抗力による設備・施設の破損  ● 

利用者トラブル ３５ 
利用者からの苦情及び施設内における利用者間のトラブ

ルへの対応 
 ● 

維持管理・運営 

３６ 施設に関する瑕疵担保責任  ● 

３７ 
市の責めに帰すべき事由による維持管理費、修繕費の増

大 
●  

３８ 
事業者の責めに帰すべき事由による維持管理費、修繕費

の増大 
 ● 

 


